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1． はじめに

障害者に対する虐待や人権侵害は、社会のあらゆる場で起きる可能性があり、現に起きている。大別すると、家庭、職場、学校、施設などである。しかし、障害者に対する人権侵害事件が犯罪として発覚し報道されるということは、現実的には大変に困難な状況であり、特に施設や企業などで起きる大規模な虐待事件以外については、報道されることも社会的問題となることも極めて稀である。そこで、施設や企業で実際に起きた大規模な虐待事件から知的障害者虐待の原因・問題点、対策を考察していきたい。

2． 障害者虐待事件の特徴

· 社会的事件となった知的障害者虐待事件は、虐待の現場が「施設」や「企業」という多数の知的障害者を対象としたものが多い
· 1人、２人という少数の知的障害者を対象とする、「学校」、「家庭」、「地域」での虐待事件は報道されることや社会問題になることが稀

· 外部からは見えない密室で行われることが多い

· 「体罰」や「指導」という名目で虐待がなされることが多い
· 加害者の「被害者意識」
· 虐待行為が犯罪として責任追及されない

3． 主な障害者虐待事件

· 滋賀サングループ事件

· 水戸アカス事件

· 富士聖ヨハネ学園事件

· 白河育成園事件　　　　　　　　＊資料①：参照

4． 原因

1 施設・職員の絶対数が不足　

· 施設の絶対数が不足しており、劣悪な施設であっても淘汰されない
· 施設を選択することができない
· 職員が不足しているため、負担が大きい
2 密室の構造　

· 現場が入所型施設や住み込みの企業であり、外部から見えない
· 内部告発が難しく発覚しにくい
· 入所者の取り扱いやすさと能率を重視する管理

3 差別意識　

· 優生思想

· 社会防衛思想

· 能力主義

· 虐待の正当化
5． 問題点

1 司法手続の問題

· 犯罪立証の中心が被害者である知的障害者本人の供述、証言にある

· 目撃者がいても同じ仲間の知的障害者の供述、証言である

· 捜査段階の自白調書を中心とする調書裁判

2 助成金制度

· 支給基準が不明

· 支給先が不明

· 書類審査のみによる支給の決定

6． 対策・提案

1 障害者虐待防止法の制定

· 障害者の定義

· 虐待の定義

· 障害者に対する虐待の禁止

· 通告義務と罰則規定

· 立入調査規定

· 被虐待者の保護規定

· 虐待行為者に対する罰則規定　

2 職業としての施設オンブズマン制度の導入

· 苦情相談と解決

· 相談窓口としての機能

· 施設サービスの評価基準による実態調査と点検

· 危機介入システム

· 立入調査

3 知的障害者の犯罪被害に対応するための専門スタッフを捜査機関に配置

4 知的障害者の事情聴取における立会い・通訳の支援者制度の確立

5 職員配置基準の見直し

6 施設の絶対数を増やす

7 施設の認可基準、運営基準の見直し

8 助成金制度の見直し

· 支給基準、支給先の明確化

· 支給決定の審査方法

· 支給後の定期的な調査
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